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【施策の体系】 

 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【重点課題３】高齢者の地域生活を支える体制づくりの推進 

 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

３０１ 地域包括支援センターの適切な運営と関係機関との連携 
３０２ 地域包括支援センターの体制の充実＜新規＞ 

３０３ 地域包括支援センターの質の確保・向上のための取組＜新規＞ 

３０４ 地域包括支援センターの広報の充実＜新規＞ 

３０５ 高齢者支援に係る全市統一的なＩＴネットワークシステムの導入＜新規＞ 

 

（２）地域における関係機関の連携 

３０６ 地域包括支援センターと関係機関との顔の見えるネットワーク構築の推進＜新規＞

３０７ 地域包括支援センターを中心とした地域ケア会議の開催 

３０８ 区・支所単位の協議の場としての「区・支所地域包括支援センター運営協議会」

の運営及び連携体制の構築支援 

３０９ 医師会，歯科医師会，薬剤師会等との連携に向けた取組支援 
３１０ 医療と介護の連携を進めるための情報の共有＜新規＞ 

３１１ 介護サービス事業者及び関係機関との連携 

 

１ 高齢者を支えるネットワーク構築の推進 

 

  高齢者が孤立することなく，「地域による見守り」を実感しながら，住み

慣れた地域で安心して生活するために，地域包括支援センターが中心となっ

て，京都のまちが培ってきた自治の伝統を生かした高齢者を支えるネットワ

ークの構築を一層進めます。 

  また，高齢者ができる限り居宅において生活を続けるためには，安全で暮

らしやすい生活環境の整備が重要であり，住宅分野と介護分野との連携によ

る高齢者にふさわしい住まいづくり，災害時の避難支援体制の確保等の取組

を進めます。 

取組方針 

施策・事業数 ５４（うち，新規１４）
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（３）在宅ケア体制の充実 

３１２ 体調不安時に重症化防止のため一時的な入院をサポートする環境を整えることで，

在宅療養を支援する仕組みづくり＜新規＞ 

３１３ かかりつけ医，かかりつけ歯科医，かかりつけ薬剤師等の医療専門職の情報提供 

３１４ 在宅医療実施機関（訪問診療，訪問歯科診療，訪問看護，訪問薬剤管理等）の情報

提供 

 

（４）相談・情報提供体制の充実 

３１５ 地域包括支援センターにおける相談機能の強化 

３１６ 区役所・支所による地域包括支援センターの活動支援 

３１７ 区役所・支所の保健師等専門職の介護・福祉分野の知識・経験の充実強化 

３１８ 民生委員・児童委員，老人福祉員による相談活動の推進 

３１９ 見守り，配食サービス，買い物支援などインフォーマルサービスを含めた社会

資源の情報提供＜新規＞ 

３２０  様々な広報媒体を活用した高齢者保健福祉サービスの情報提供 

３２１ 介護家族が集まって交流や情報交換をする場の情報提供 

３２２  高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業の実施 

 

（５）地域住民による自主的な活動の推進 

３２３ 地域コミュニティの活性化に向けた総合的かつ計画的な取組の推進＜新規＞ 

３２４ 「京（みやこ）・地域福祉推進指針」の推進 

３２５ 社会福祉協議会による地域福祉活動への支援 

３２６ 地域住民や学生等によるボランティア活動や市民活動への支援 

 

（１）高齢者が安心して暮らせる住まいづくり 

３２７ 市営住宅のバリアフリー化の推進 

３２８ 安心して暮らし続けるためのバリアフリー化改修支援 

３２９ 福祉・介護の専門家と建築士の連携による高齢者の状態像に応じた住宅 

    リフォーム等への支援 

３３０ 住宅・建築物の耐震化の促進 

３３１ サービス付き高齢者向け住宅等の高齢者にふさわしい住まいの整備促進＜新規＞ 

３３２ 民間賃貸住宅に円滑に入居するための支援＜新規＞ 

３３３ 多様な高齢者向けの住まいについての情報提供 

２ 高齢者が安心できる生活環境づくり 
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（２）高齢者が暮らしやすい生活環境づくり 

３３４ ユニバーサルデザインに基づく生活環境づくり 

３３５ 公共建築物のバリアフリー化や駅等のバリアフリー化の推進 

３３６ あんしん歩行エリア対策事業の推進 

３３７ 交通安全普及啓発事業の推進 

３３８ ベンチの設置などによる休憩スポットの充実等の推進 

３３９ 市バスにおけるノンステップバスの導入促進 

３４０ 移動に制約のある方への支援 

３４１ 「京都市緑の基本計画」に基づく緑化推進事業の実施 

 

（３）防災対策・防犯対策の推進 

３４２ 災害時要援護者名簿を活用した地域における見守り体制の充実＜新規＞ 

３４３ 福祉避難所の事前指定の推進＜新規＞ 

３４４ 災害ボランティアセンターの運営 

３４５ 自主防災活動の推進による地域の協力体制の推進＜新規＞ 

３４６ 防火安全指導の実施と住宅用防災機器等の普及・啓発 

３４７ 学区の安心安全ネット継続応援事業の実施 

３４８ 応急手当の普及・啓発 

３４９ 防火アドバイザーの養成 

３５０  住宅用火災警報器の設置促進 

 

（４）消費者施策の推進 

３５１ 消費者啓発・教育の推進 

３５２ 市民との協働による見守りの仕組みづくり 

３５３ 消費者被害救済のための相談事業の充実 

３５４ 消費者被害情報等の迅速な提供 
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１ 高齢者を支えるネットワーク構築の推進 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
 

〔施策・事業〕 

３０１ 地域包括支援センターの適切な運営と関係機関との連携  

 高齢者が住み慣れた地域で，尊厳のあるその人らしい生活を継続することができ

るよう，市内に６１箇所の地域包括支援センターを設置しています。地域包括支援

センターでは，担当する区域において，以下の４つの事業を一体的に実施するとと

もに，地域の高齢者を支える中核機関として地域住民のニーズに適切に対応します。

また，事業の実施に当たっては，各職員が専門性を生かすとともに，チームアプロ

ーチによる高齢者への包括的な支援に取り組みます。 

 

① 介護予防ケアマネジメント（保健師等を中心に対応） 

予防給付と介護予防事業（地域支援事業）のケアマネジメントを一体的に実

施し，要支援状態の悪化防止と要介護状態にならないための予防を図ります。 
 

② 総合相談・支援（社会福祉士を中心に対応） 

地域住民の各種相談を幅広く受け付け，制度の垣根に捉われない横断的・多

面的な支援を行います。相談内容に応じて，どのような支援が必要かを把握し，

地域における適切なサービスが利用できるよう援助します。 
  

③ 権利擁護相談（社会福祉士を中心に対応） 

高齢者に対する虐待の防止や早期発見のための事業，その他の権利擁護のた

めの事業を行います。 
 

④ 包括的・継続的ケアマネジメント（主任介護支援専門員を中心に対応） 

高齢者一人ひとりの状態の変化に対応した包括的・継続的なケアマネジメン

トを後方支援するため，介護支援専門員の日常的個別指導，支援困難事例等へ

の指導・助言，地域の介護支援専門員のネットワークづくり等を行います。 

 

 

  地域包括ケアシステムの中核機関と位置付ける地域包括支援センターの機能強

化を図るため，地域包括支援センターの職員体制を充実するとともに，職員の質

の確保・向上に向けた研修の実施を行います。 

 さらに，医療・介護・福祉サービスの情報を一元的に管理できるＩＴネットワ

ークシステムを導入し，地域包括支援センターにおいて市民からの相談に円滑に

対応できる体制を構築します。 

（１）地域包括支援センターの機能強化 
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地域包括支援センターの設置箇所数については，高齢者人口３～６千人に１箇所

を標準とする国の指標に基づき，市内に６１箇所としています。 

 日常生活圏域ごとに地域包括支援センターの担当を決め，地域ケア会議を開催す

るなど，地域の関係機関や社会資源等と連携した各事業を推進します。 
 

 【数値目標】 

目標指標 
平成２３年度 

（見込み） 
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

地域包括支援セ

ンター相談件数 
２５０，０００件 ２６３，７００件 ２７６，９００件 ２９０，８００件

  ※ 毎年度５％の増加を目標とする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センターにおいて実施する事業

社会福祉士

主任介護支援

専門員 
保健師等

チームアプローチ

包括的・継続的ケアマネジメント 介護予防ケアマネジメント 

○ケアマネジメントを後方支援するため介

護支援専門員への指導・助言，ネットワー

クづくりなどに取り組みます。 

○予防給付と介護予防事業（地域支援事業）

のケアマネジメントを一体的に実施し，要支

援状態の悪化防止と要介護状態にならない

ための予防を図ります。

総合相談・支援，権利擁護相談

○住民の各種相談を幅広く受け付けるとと

もに，必要な社会支援サービスや制度が利

用できるように援助します。 

○高齢者に対する虐待の防止や早期発見

など権利擁護のための事業を行います。 

閉じこもり等のリス

クの高い単身高齢

者世帯への専門職

による全戸訪問活

動を行います。 

＜地域包括支援センター＞ 



- 102 - 
 

３０２ 地域包括支援センターの体制の充実＜新規＞  

 高齢化の進展に伴い増加が見込まれるひとり暮らし高齢者や認知症高齢者への

支援を行い，地域のネットワーク構築を進めるために，地域包括ケアシステムの中

核機関と位置付ける地域包括支援センターの機能強化を図る必要があることから，地

域包括支援センターの職員体制を充実します。 

 

３０３ 地域包括支援センターの質の確保・向上のための取組＜新規＞ 

地域包括支援センターの職員を対象とした研修や，区役所・支所単位で職種ごと

に専門職員会議を開催し，質の確保・向上に努めます。 

  とりわけ，介護予防ケアマネジメントが適切に実施できるよう，運営指導を行う

とともに，地域包括支援センターで働く職員の人材育成，スキルアップの観点から，

目的・対象を絞り込んだ体系的な研修を実施するため，職種やキャリア等に応じた

研修プログラムの開発を行います。 

 
 ３０４ 地域包括支援センターの広報の充実＜新規＞  

 地域包括支援センターの認知度を高めるため，愛称・シンボルマークのＰＲも含

め，高齢者の身近な相談先である地域包括支援センターを，高齢者を中心に広く地

域全体に広報します。 

＜愛称・シンボルマーク 使用例＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 ３０５ 高齢者支援に係る全市統一的なＩＴネットワークシステムの導入＜新規＞ 

 高齢者の医療，介護，福祉サービスの利用状況などの情報を一元的に管理できる

ＩＴネットワークシステムを構築し，全地域包括支援センターに導入することにより，

市民からの相談に円滑に対応できる体制の構築を図ります。 

 また，地域包括支援センターと区役所・支所が情報を共有することにより，区役

所・支所から地域包括支援センターに対し，必要に応じて迅速かつ的確な支援を行

います。 

 

 
 

京都市御池地域包括支援センター 

高齢サポート・御池 
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〔施策・事業〕 

３０６ 地域包括支援センターと関係機関との顔の見えるネットワーク構築の推

進＜新規＞  

 高齢者が介護サービスや高齢者保健福祉サービス等を適切に利用できるよう，地

域における多職種連携を進めるため，地域包括支援センターを中心に，介護サービ

ス事業者，医療機関，民生委員・児童委員，老人福祉員，学区社会福祉協議会等の

関係機関との地域ケア会議をはじめとする連絡会等を開催し，顔の見えるネットワ

ーク構築を推進します。 

 また，地域の実情に応じ，区ボランティアセンターとも連携し，学生ボランティア

との関係構築を図ります。 

 

３０７ 地域包括支援センターを中心とした地域ケア会議の開催  

区役所・支所の支援の下，地域包括支援センターが中心となって，地域ケア会議

を開催します。 

この地域ケア会議は，基本的に学区ごとに開催し，地域の関係機関における情報

共有や地域に固有の課題，個別ケースへの支援方針の検討や，課題解決・課題発生

の防止に向けた協議を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センターを中心に，各団体等が地域の資源と課題を共有し，有機的な連

携が図れるように支援します。 

また，要介護度が高い高齢者や医療ニーズの高い高齢者への在宅生活支援のため，地

域包括支援センターを中心に医療と介護の連携を促進します。 

（２）地域における関係機関の連携 

＜地域ケア会議＞ 
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 地域ケア会議について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３０８ 区・支所単位の協議の場としての「区・支所地域包括支援センター運営協

議会」の運営及び連携体制の構築支援  

区役所・支所は，区・支所内の共通の課題等について議論するため，「区・支所

地域包括支援センター運営協議会」を運営するとともに，関係機関の連絡調整や連

携体制の構築に向けた支援を行います。 

 

 ３０９ 医師会，歯科医師会，薬剤師会等との連携に向けた取組支援 

 地域包括支援センターを中心に，地域における医療機関と介護支援専門員とのネ

ットワーク構築を推進するため，医師会，歯科医師会，薬剤師会，病院の地域連携

室，介護支援専門員等との連携づくりに取り組みます。 

 

 ３１０ 医療と介護の連携を進めるための情報の共有＜新規＞  

  医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ方に対して，必要に応じた医療・介護サービ

スが地域で提供される体制づくりを推進するため，かかりつけ医と介護支援専門員

の間において医療・介護に関する情報の共有を図ります。 

 

 

課

題

抽

出 

課

題

解

決 

課

題

解

決

地域包括支援センター 

地域活動支援ネットワーク 

地 域 ケ ア会議

介護支援専門員 

見守り 
民生委員・ 
老人福祉員・
学区社協等 

サービス介入
地域包括支援 
センター・ 
サービス事業者等 

課題整理等 

自治会 

民生委員 

サービス 

事業者 

介護支援 

専門員 

医療機関 

等 

地域包括支援センター職員

民生委員・児童委員
その他地域の関係者

老人福祉員 

医療機関 学区社協 

対

応

レ

ベ

ル

見
守
り 

地
域
活
動 

個
別
ケ
ー
ス 

専
門
職
対
応 

軽

度 

重

度
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３１１ 介護サービス事業者及び関係機関との連携   

各区役所・支所単位で開催する介護サービス等事業者連絡会において，区役所・支

所からの情報提供，介護サービス事業者間の情報交換や事例検討等を行うことによ

り，包括的なサービス利用が円滑に行われるよう，これらの関係機関の連携を強化

します。 

 また，地域密着型サービスについては，運営推進会議等の開催を通じて，地域包

括支援センター，民生委員・児童委員，老人福祉員，社会福祉協議会等，地域の関

係機関との連携の強化が図れるよう支援します。 
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・地域包括支援センターの

統括 

・ネットワークづくりの支援 

・地域ケア会議の支援 

・介護サービス事業者への

指導・支援 など 

 

区役所・支所 

要支援・

要介護 

高齢者 

生活機能が低下

している高齢者 

サービス提供 

連 携 

一般高齢者 

介護サービス事業所 等 

 

 居宅介護支援事業所 

 居宅介護サービス事業所 

 介護予防サービス事業所 

 地域密着型サービス事業所

 介護保険施設 

地域における関係機関の連携 

医療機関 
 

病院，診療所 

かかりつけ医 

かかりつけ歯科医 

かかりつけ薬剤師 等 

地域包括支援センター 

 

社会福祉士 

（総合相談・支援，権利擁護相談） 

主任介護支援専門員 

（包括的・継続的ケアマネジメント）

保健師等 

（介護予防ケアマネジメント）

圏域内の関係者 

 

 民生委員・児童委員 

 老人福祉員 

 学区社会福祉協議会 

 老人クラブ 

 保健協議会 等 

地域ケア会議

区・支所地域包括支援

センター運営協議会 

介護サービス等 

事業者連絡会 

地域住民 家 族

支 援

診 療

見守り・支援 

長寿すこやか

センター 

福祉ボランテ

ィアセンター 

市民活動総合

センター 

こころの健康 

増進センター 

消 防 署

適切な運営のため

の指導・支援 

ネットワーク 

づくりの支援 

連携 連携

警 察 署
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地域における連携・協議の場

地域ケア会議 

目的 

 地域における様々な課題を的確に把握し，援助を

要する高齢者の早期発見及び迅速な対応を行うため

の連携体制を構築するとともに，会議の構成員の資

質向上を図る。必要に応じて個別ケースの支援方針

に関する協議を行う。 

構成 

○民生委員・児童委員 
○老人福祉員 
○学区社会福祉協議会 
○老人クラブ 
○自治会 
○かかりつけ医 
○地域包括支援センター  等  

主催 地域包括支援センター 

介護サービス等事業者連絡会 

目的 

 介護サービス等事業者の専門性の向上と情報共有

を図るための取組として，区・支所単位で定例開催

し，情報提供や意見交換を行う。 

 

構成 

○以下の事業所等の介護支援専門員等

・居宅介護支援事業所 

・地域包括支援センター 

・介護保険施設 

・居宅サービス事業所 

・地域密着型サービス事業所  

○福祉用具貸与事業者   等 
 主催 区役所・支所 

区・支所地域包括支援センター運営協議会 

目的  

 地域包括支援センターの適切な運営，公正・中立

性の確保その他地域包括支援センターの適正かつ円

滑な運営を図るため，区・支所単位で次に掲げる事

項等について協議する。 
○地域ケア会議等で明らかとなった課題等の検討 
○地域密着型サービス事業者その他の地域資源の活

動支援に関すること 
○地域の保健医療福祉サービスについての情報収集 
○地域包括支援センターに関する計画及び運営報告 

構成 

○地区医師会 
○京都府介護支援専門員会 
○京都市老人福祉施設協議会 
○区老人クラブ連合会 
○認知症の人と家族の会 
○区社会福祉協議会 
○区民生児童委員会 
○保健センター，消防署，警察署 
○地域包括支援センター  等 
 

 主催 区役所・支所 
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〔施策・事業〕      

 ３１２ 体調不安時に重症化防止のため一時的な入院をサポートする環境を整え

ることで，在宅療養を支援する仕組みづくり＜新規＞  

 高齢者がかかりつけ医を通じ，京都府が指定する「在宅療養あんしん病院」を事

前に登録することにより，在宅療養中の高齢者が体調を崩し，在宅での対応が困難

になった時に，スムーズに病院で受診し，必要に応じて入院ができるシステムを構

築します。また，病院の地域連携室（担当者）を中心にかかりつけ医を含む在宅チ

ームと連携し，退院調整を行い，在宅生活へのスムーズな移行を実現します。 

 

３１３ かかりつけ医，かかりつけ歯科医，かかりつけ薬剤師等の医療専門職の情

報提供  

主治医を求める患者に対して，地域におけるかかりつけ医，かかりつけ歯科医，か

かりつけ薬剤師等の医療専門職に関する情報の提供に努めます。  

 

３１４ 在宅医療実施機関（訪問診療，訪問歯科診療，訪問看護，訪問薬剤管理等）

の情報提供  

 高齢者が必要な医療サービスを受け，住み慣れた地域で生活を継続できるよう，

訪問診療，訪問歯科診療，訪問看護，訪問薬剤管理等を提供できる在宅医療実施機

関に関する情報の提供を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センターでは，高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう，

医療・介護・保健・福祉に関する様々な支援を行っていますが，必要な医療・介

護サービスが利用できるよう，在宅ケア体制の充実を図る必要があります。 

地域包括支援センターを核とした地域における総合相談・支援窓口の充実，さ

らには医療機関・介護支援専門員等と連携を図ることで，より一層の在宅ケア体

制の充実を図ります。 

（３）在宅ケア体制の充実 
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〔施策・事業〕 

３１５ 地域包括支援センターにおける相談機能の強化 

  高齢者の身近な地域に設置する地域包括支援センターにおいて，社会福祉士等の

専門職が各種相談を幅広く受けるとともに，必要な社会資源や制度が活用できるよ

う，相談機能を強化します。 
 

３１６ 区役所・支所による地域包括支援センターの活動支援  

  区役所・支所は，地域包括支援センターを中心に地域の関係機関のネットワーク

構築を進められるよう，地域包括支援センターの活動支援を行います。また，多様

化・複雑化する高齢者保健福祉に関する相談に対して迅速かつ的確に対応できるよう，

必要な支援や助言を行います。 

 
３１７ 区役所・支所の保健師等専門職の介護・福祉分野の知識・経験の充実強化  

 区役所・支所の保健師等専門職の介護・福祉分野の知識・経験の充実を図るため，

専門職を含めた介護・福祉に関する研修を実施するとともに，福祉事務所と保健セ

ンターの職員配置交流等を実施するなど，行政内部においても医療・保健と介護・

福祉分野が円滑に連携できる環境を整備します。 

 

３１８ 民生委員・児童委員，老人福祉員による相談活動の推進  

  民生委員・児童委員や老人福祉員の相談・援助活動を更に推進するため，高齢者

を取り巻く状況に合った研修や情報提供を行います。また，民生委員・児童委員や

老人福祉員は，地域包括支援センターや一人暮らしお年寄り見守りサポーターと連

携し，ひとり暮らし高齢者や外出機会の少ない高齢者など地域で情報を入手しにく

いと思われる方へ，訪問活動等を通じて高齢者保健福祉サービス等の情報提供を行

います。 
 

 

 

 

多様化・複雑化する高齢者からの相談に適切に対応できるよう，相談窓口に様々

な情報を取り揃えます。 

また，情報を入手しにくい環境にあると思われる方に対しては，地域包括支援

センター等の関係機関と民生委員・児童委員や老人福祉員等が連携し，訪問活動

等により，相談・情報提供体制の一層の充実を図ります。 

（４）相談・情報提供体制の充実 
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３１９ 見守り，配食サービス，買い物支援などインフォーマルサービスを含めた

社会資源の情報提供＜新規＞  

 介護サービス等の公的サービスを補完するものとして，地域での高齢者の生活を

支えるために欠かせない地域団体やＮＰＯ法人等が実施する見守り，配食サービス，

買い物支援，訪問理・美容サービス，傾聴などの地域におけるインフォーマルサー

ビスを含めた社会資源について，その把握に努め，地域包括支援センターなどにお

いて，必要に応じて情報提供を行える体制整備を行います。 

 

３２０ 様々な広報媒体を活用した高齢者保健福祉サービスの情報提供   

  高齢者や介護家族をはじめ，関係機関や団体等，幅広い市民に対して，保健福祉

をはじめとした高齢者全般にわたる各種の情報を総合的に提供します。 

 

３２１ 介護家族が集まって交流や情報交換をする場の情報提供  

  長寿すこやかセンターで毎月開催している「認知症の人の介護家族交流会」や,

地域で活動している介護家族の会などの情報を,長寿すこやかセンターや地域包括

支援センターなどにおいて，積極的に提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３２２ 高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業の実施 

  言葉や文化等の問題で，情報を入手しにくかったり，必要な保健福祉サービスが

利用できない高齢又は障害のある外国籍市民を対象に情報提供や利用支援等の活 

  動を行う団体に対しての助成を行います。 
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〔施策・事業〕  

３２３ 地域コミュニティの活性化に向けた総合的かつ計画的な取組の推進＜新規＞  

 地域コミュニティ活性化推進計画を策定し，地域住民相互の協力と支え合いの精

神に基づく自主的な地域活動を支援します。 

 

３２４ 「京（みやこ）・地域福祉推進指針」の推進  

  地域住民を主体として，住民・公共的団体・行政の協働により，福祉課題の解決

を図り，高齢者はもとより，誰もが安心して健やかに暮らすことができる地域の実

現を目指す，本市の地域福祉の理念を示した「京（みやこ）・地域福祉推進指針」

を推進します。 

 

 ３２５ 社会福祉協議会による地域福祉活動への支援   

地域における高齢者への支援等，地域福祉活動で重要な役割を担っている社会福

祉協議会が市域，区域，学区域で重層的な事業の展開を図れるよう支援します。 

 

 ３２６ 地域住民や学生等によるボランティア活動や市民活動への支援  

地域住民や学生等による，高齢者等を対象とする福祉ボランティア活動や，市民活

動を支援するため，福祉ボランティアセンター及び市民活動総合センターで，その活

動に関する情報提供や個人・グループの情報交換の支援等を行います。 

また，福祉ボランティアセンターでは，行政区域における福祉ボランティア活動

の拠点である区ボランティアセンターの円滑な運営を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉の推進において重要な役割を果たしている地域住民を主体とした取組

やグループ活動等が，地域の中に広がるよう支援し，高齢者を地域で支えるコミ

ュニティの構築を推進します。 

（５）地域住民による自主的な活動の推進 
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２ 高齢者が安心できる生活環境づくり 

 
  

  

 

 

〔施策・事業〕 

３２７ 市営住宅のバリアフリー化の推進 

 市営住宅が，住まいのセーフティネットとしての機能を十分発揮できるよう，エレベ

ータの設置や住戸内の段差解消等による高齢者対応の推進をはじめとする居住性

の向上を図ります。 

 

３２８ 安心して暮らし続けるためのバリアフリー化改修支援 

  住宅のバリアフリー化改修に対しては，低利の融資制度や分譲マンションの共用

部分の改修助成を行っており，これらの制度の活用を促進するとともに，一層のバ

リアフリー化改修の支援について検討を進めます。 

 また，要介護状態になるおそれのある６５歳以上の方には，生活機能の維持向上

や転倒事故防止のため，住宅改修に要する費用の一部を助成する事業を実施します。 
 

 ＜参考＞住宅マスタープランにおける数値目標 

目標指標 現況値（平成２０年度） 目標値（平成３０年度）

高齢者が居住する住宅の

バリアフリー化率 
３６．６％ ７５％

 

３２９ 福祉・介護の専門家と建築士の連携による高齢者の状態像に応じた住宅リ

フォーム等への支援  

福祉・介護の専門家と建築士が連携して高齢者の状態像に応じた住宅リフォーム

を行えるよう，専門家に関する情報提供等の支援を行います。 

また，京都市すまい体験館が実施する訪問相談では，バリアフリー等のリフォー

ムについて，作業療法士と建築士が住宅を訪問し，その身体状況に応じた適切なリ

フォームができるよう具体的にアドバイスを行います。 

 

３３０ 住宅・建築物の耐震化の促進 

 耐震診断や耐震改修などに対する助成その他支援制度により，住宅・建築物の耐震

性能を向上させることで，高齢者にとって安心安全の住まいづくりを推進します。 

 

 

福祉施策と住宅施策が連携し，ハード，ソフトの両面から居住福祉の向上を図り，

高齢者が安心して暮らせる住まいづくりに係る取組をより一層進めていきます。 

（１）高齢者が安心して暮らせる住まいづくり 
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 ３３１ サービス付き高齢者向け住宅等の高齢者にふさわしい住まいの整備促進

＜新規＞  

  バリアフリー構造や見守りサービス等を備えるなどの基準を満たしたサービス 

   付き高齢者向け住宅等をはじめ，高齢者の多様なニーズに応える高齢者向けの住 

   まいの供給を促進し，高齢者の居住の安定確保を図ります。 

 

 ３３２ 民間賃貸住宅に円滑に入居するための支援＜新規＞ 

  高齢者の入居を拒まない住宅の登録制度を設け，高齢者が多様なニーズに応じた

居住の場を容易に選択することができるように情報発信を行うとともに，終身建物

賃貸借制度の活用を促進し，高齢者の居住の安定確保を図ります。 

  また，民間賃貸住宅において高齢者の入居が敬遠される要因である家賃の不払い

や入居後の心身の状況変化に対する賃貸人の不安を解消するため，家賃債務保証制

度の普及や高齢者を見守り支援するためのネットワークづくりを進めます。  

 
３３３ 多様な高齢者向けの住まいについての情報提供  

京都市すまい体験館が実施する「すまいよろず相談」において，住宅に関する様々

な相談に応じ，リフォームに役立つ情報提供を行うほか，高齢者の住まいに関す

る様々な情報を，区役所・支所や地域包括支援センターに取り揃え，各種制度の紹

介，情報提供体制の充実を図ります。 

 

 

  

  

 

 

 
 
 

〔施策・事業〕  

３３４ ユニバーサルデザインに基づく生活環境づくり  

「京都市みやこユニバーサルデザイン推進条例」及び「京都市みやこユニバーサ

ルデザイン推進指針」に基づき，あらゆるものをすべてのひとができる限り利用しや

すいことを目指す，ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた生活環境づ

くりを推進します。 

 

 

 

行政，市民，企業が一体となってユニバーサルデザインの理念に基づいた取組

が進むよう普及・啓発を一層推進し，公共建築物，交通機関，歩行環境等のバリ

アフリー化等のハード面の対策とともに，人的対応の充実や利用者に対する適切

な情報提供等のソフト面の対策を図り，高齢者をはじめすべての人にやさしいま

ちづくりを総合的に推進します。 

（２）高齢者が暮らしやすい生活環境づくり 
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３３５ 公共建築物のバリアフリー化や駅等のバリアフリー化の推進 

すべてのひとが安心・安全，円滑に施設を利用できるよう，既存公共施設の現況

調査結果や，施設ごとの整備計画に基づき，バリアフリー化改修を推進します。 

また，バリアフリー新法に基づき，駅及びその周辺道路等の重点的，一体的なバ

リアフリー化を推進します。 

 

３３６ あんしん歩行エリア対策事業の推進  

歩行者の安全を確保するため，あんしん歩行エリア対策事業を推進し，市街地で事故

の発生割合が高い地区等の歩道の設置や交差点の改良等の整備に取り組みます。 

 

３３７ 交通安全普及啓発事業の推進  

各区交通対策協議会等の活動を中心に，ポスター，パンフレット等を活用した広

報啓発や街頭啓発等の事業を推進します。また，高齢者向けのイベント等での啓発

活動を推進します。 

 

３３８ ベンチの設置などによる休憩スポットの充実等の推進 

     都心主要道路における歩行空間の拡大とベンチ等の設置などによる休憩スポッ

トの充実等，環境整備と交通安全性の向上を図ります。 

 

３３９ 市バスにおけるノンステップバスの導入促進  

高齢者をはじめだれもが安心して市バスを利用できるよう，ノンステップバスの

導入を促進するとともに，ノンステップバスに適した停留所への改善を図ります。 
 

 ３４０ 移動に制約のある方への支援  

  特定非営利活動法人等が実施するボランティア輸送としての有償運送（福祉有償

運送事業）について，その必要性及び実施に伴う安全性の確保，旅客の利便の確保

等について審査等を行う京都市福祉有償運送運営協議会を引き続き設置し，移動に

制約のある方への支援を図ります。 

  また，高齢者など，単独では移動が困難な方の個別ニーズに迅速かつ的確に対応

できるタクシー事業者による共同配車センターの運営について，必要な協力を行い

ます。 

 

３４１ 「京都市緑の基本計画」に基づく緑化推進事業の実施  

「京都市緑の基本計画」及び「第１次 京（みやこ）のみどり推進プラン」に基

づき，都市公園等の整備，公共施設や民有地の緑化などを進め，緑の優しさに包ま

れた思いやりのある「安心・安全のまち」を育てます。 
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〔施策・事業〕  

３４２ 災害時要援護者名簿を活用した地域における見守り体制の充実＜新規＞  

これまで行政内部で保有し，災害時にのみ地域に提供することとしていた「災

害時要援護者名簿」などを活用し，訪問等により同意を得た要援護者について，

新たに「見守り活動対象者名簿」を作成し，関係機関や団体等が共有・活用する

ことにより，高齢者をはじめとした要援護者の地域における見守り体制の充実を

促進します。 

 

３４３ 福祉避難所の事前指定の推進＜新規＞ 

大規模災害が発生した場合に，災害時要援護者等の特別な配慮を要する方を受け

入れる福祉避難所の事前指定を推進します。また，福祉避難所の運営を円滑に行っ

ていくため，運営マニュアルの作成や研修会の開催，地域住民への周知を実施しま

す。 

 

３４４ 災害ボランティアセンターの運営  

災害時において，高齢者をはじめとする幅広い被災者の生活や被災地の復旧・復

興等を支援するボランティア活動が円滑に行えるよう，関係団体とのパートナーシ

ップの下，ボランティア活動の調整を行う京都市災害ボランティアセンターを常設

し，平常時からボランティアの受入環境の整備を図ります。 

 

３４５ 自主防災活動の推進による地域の協力体制の推進＜新規＞ 

自主防災組織，事業所，消防団，その他の地域団体で構成する高齢者のいのちを

守るネットワークの構築を推進し，定期的に訓練，交流会等を実施することにより，

相互の協力関係の強化に努めます。 

また，自主防災活動の指導者的役割を担う人材や京都学生消防サポーターを育成

するため，必要な技術や知識を習得する研修を実施し，地域の災害対応力の向上を

図ります。 

 

新たに「見守り活動対象者名簿」を作成し，関係機関や団体等が共有・活用する

ことにより，地域における見守り体制の充実を促進します。 

また，市民が自ら危険を回避できるよう，防災・防犯に係る意識と知識の高揚を

図る啓発を強化するとともに，保健・福祉関係者に対しても研修等により知識の普

及を図ります。同時に，災害等に備え，地域住民による自主的な活動を積極的に支

援します。 

（３）防災対策・防犯対策の推進 
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 ＜参考＞数値目標 

目標指標 平成２６年度 

自主防災スーパーリーダー（仮称）の養成 ４５０人

 
 

 ３４６ 防火安全指導の実施と住宅用防災機器等の普及・啓発 

消防職員が，災害時に自ら避難することが困難な高齢者宅を訪問し，防火防災に

関する安全指導を推進します。 

 

３４７ 学区の安心安全ネット継続応援事業の実施  

だれもが安心して暮らせるまちづくりを進めるため，地域住民（各種団体）と区

役所・支所，学校，警察署，消防署等の関係機関が連携し，防犯，防災，子どもの

安全，地域福祉等幅広い分野で地域の安心・安全の確保に取り組む，地域の総合的

な安心安全ネットの取組を更に発展させる必要があります。そのため，補助制度の

創設，防犯活動支援物品（防犯用具）の貸出しなどを実施します。 
 

３４８ 応急手当の普及・啓発  

介護サービスの提供中等に高齢者に適切な応急手当が必要となった場合，訪問介

護員等が救急隊の到着するまでの間，心肺蘇生法などの応急手当ができるようＡＥ

Ｄ（自動体外式除細動器）の使用方法も含めた救命講習を推進します。 

また，平成２０年度に創設された事業所間のネットワーク組織である「安心救急 

ネット京都」と連携を図り，応急手当の普及・啓発とＡＥＤ設置を促進します。 
 

３４９ 防火アドバイザーの養成  

火災等の災害から高齢者や障害のある方を守るため，日ごろからこれらの方と接す

る機会の多い，訪問介護員，介護支援専門員，民生委員・児童委員，老人福祉員等

を対象に，防火・防災に関する知識や指導技術を習得する研修を実施します。 

 

３５０ 住宅用火災警報器の設置促進  

住宅火災から命を守るため，すべての住宅に設置が義務付けられた住宅用火災警

報器の必要性について啓発するとともに，未設置世帯への設置の促進を図ります。 
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〔施策・事業〕  

３５１ 消費者啓発・教育の推進  

悪質商法からの被害を未然に防ぐため，普段から対策が講じられるよう，高齢者 

向けの分かりやすいパンフレットや消費生活全般に関する情報誌等を配布するとと 

もに，設置場所の拡大を図ります。また，消費生活に関する知識を身に着けることを

目的とした講座や，地域での研修会等で悪質商法に関する出前講座を実施します。 

 

３５２ 市民との協働による見守りの仕組みづくり    

日常生活の中での目配り，気配り等により地域の高齢者等の見守りを行い，消費

生活総合センターへの相談を奨励するボランティア「くらしのみはりたい」の募集

や，地域に密着した消費者啓発の核となる「京（みやこ）・くらしのサポーター」

の活動により，消費者被害の未然防止，拡大防止を図ります。 

 

３５３ 消費者被害救済のための相談事業の充実   

悪質商法の被害に遭ったときに，その対応策を相談できるよう，消費生活総合セ

ンターにおいて消費生活相談，法律相談事業等を実施するとともに，京都府，京都

府警察本部，京都弁護士会等の関係機関との連携を強化し，相談事業の充実を図り

ます。 

  

３５４ 消費者被害情報等の迅速な提供  

悪質商法等による消費者被害の実例や最近の被害状況等について，パンフレット

やメール配信等により，迅速に情報提供します。 

      

消費者被害の未然防止・拡大防止や救済のため，関係機関との連携を更に強化し，

高齢者や，高齢者福祉関係者への啓発，相談，情報提供等の施策を推進するととも

に，高齢者が身近に相談できる体制の充実を図ります。 

（４）消費者施策の推進 
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【施策の体系】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 だれもがより満足度の高いサービスを受けられることで，そのひとらしい豊かな

生活を実現していくために，利用者等の様々なニーズに応えられる介護・福祉サー

ビスの充実と，介護基盤の整備を進めていきます。 

 また，介護・福祉サービス分野に従事する人材の確保・育成に向けた取組を進め

ます。 

【重点課題４】安心して暮らせる介護・福祉サービス等の充実 

取組方針 

 
（１）２４時間３６５日の支援体制の拡充 

４０１ 重度者をはじめとする要介護高齢者の在宅生活を支えるための居宅系サービ

スの充実 

４０２ 地域に根ざした小規模な施設・事業所を中心とした，施設・居住系サービス

の整備促進等 

４０３ 特別養護老人ホームの個室・ユニットケアの推進 

４０４ 特別養護老人ホーム入所指針の適切な運用と重度者の増加に対する取組の推進 

４０５ 地域密着型サービスの基盤整備 

４０６ 地域密着型サービスの運営に係る地域住民との連携 

４０７ 地域密着型サービスの発展に向けた調査・研究 

 

（２）介護保険事業の円滑な実施 

４０８ 介護サービス事業者への適正な指定，指導監督の実施 

４０９ 適正な認定調査の実施 

４１０ 適正な要支援・要介護認定の実施 

４１１ 介護支援専門員への支援 

４１２  介護サービス事業者及び関係機関との連携 ＜３１１再掲＞ 

４１３  介護保険給付費明細通知の送付 

４１４  医療情報との突合・給付実績の縦覧点検 

４１５ 介護保険制度の仕組みに対する市民の理解 

４１６ 介護サービスの普及・啓発の推進 

４１７ 介護保険料の確実な徴収 

４１８ 低所得者に対する支援＜新規＞ 

１ 介護サービスの充実 

施策・事業数 ４７（うち，新規７） 
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４２５ 配食サービスをはじめとする在宅福祉サービスの充実による生活支援 

４２６ 緊急通報システム事業の充実と利用者負担の公平化 ＜１３７再掲＞ 

４２７ ごみ収集福祉サービス（まごころ収集）の実施 

４２８ すこやか生活支援介護予防事業の実施 

４２９ 家族への介護用品の給付，福祉用具の利用支援 

４３０ カウンセリング相談や家族介護者向け講習会等の充実をはじめとする介護家

族への支援＜新規＞ 

４３１ 短期入所生活介護緊急利用者援護事業（緊急ショートステイ）の充実＜新規＞

４３２ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームの運営支援 

４３３ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームの介護機能の強化 

４３４ 有料老人ホームに対する適切な助言・指導の実施＜新規＞ 

４３５ 高齢者福祉施設の耐震化，老朽化，防災対策  

４３６ 地域における切れ目のない総合的なリハビリテーション体制の充実＜新規＞ 

４３７ 難病のある高齢者への支援 

４３８ 精神疾患のある高齢者への支援 

４３９ 高齢外国籍市民への支援 

４４０ リバースモーゲージ制度に関する研究＜新規＞ 

２ 保健福祉サービスの充実 

（３）介護サービスの質的向上 

４１９ 介護保険施設におけるサービスの質の向上への支援 

４２０ 介護サービス従事者に対する各種研修の実施 

４２１ 介護福祉士等によるたん吸引等の実施への対応 

４２２ 介護サービスに関する苦情・相談への的確な対応 

４２３ 介護相談員派遣事業の充実 

４２４ 介護サービス事業者に関する評価内容の公表 

 

４４１ 介護職員の労働環境や処遇の改善 

４４２ 教育機関・養成施設等との連携による人材確保 

４４３ 潜在的有資格者の掘り起こし 

４４４ 多様な人材の参入・参画の促進 

４４５ だれもが研修を受講しやすい体制の構築 

４４６ 社会的評価の向上に係る取組の推進 

４４７ 専門性の確立やキャリアアップに係る各種研修の体系的な実施と認定制度の

創設＜新規＞ 

３ 介護・福祉に従事する人材の確保・定着及び育成
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１ 介護サービスの充実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 

 

〔施策・事業〕 

４０１ 重度者をはじめとする要介護高齢者の在宅生活を支えるための居宅系サ

ービスの充実  

  多くの高齢者は支援や介護が必要になっても，できる限り住み慣れた地域で暮ら

し続けたいと願っており，在宅を基本とした生活を継続していけるよう支援するこ

とが求められています。 

  本市においては，訪問介護や通所介護等の居宅系サービスの基盤整備を着実に推

進し，在宅での生活の可能性の拡大を図っていきます。とりわけ，小規模多機能型

居宅介護については，地域包括ケアの実現に向けての重要な介護サービス基盤であ

ることから，更に整備の促進を図っていきます。 

  居宅系サービスの基盤整備は，原則として，社会福祉法人や医療法人，営利法人

等の民間事業者において行われることから，要支援・要介護認定者数や各サービス

の利用状況，地域ごとのサービス事業所数等の情報提供を行い，介護サービス事業

者の参入や事業拡大を促進し，各地域において必要なサービス量を確保します。 

  また，山間地域においては，採算上の理由等から居宅系サービスが行き届かない

場合があることから，当該地域においてサービス提供を行う事業者に対して協力金

を交付し，支援を行うことで，当該地域で必要なサービス量を確保していきます。 

 

 

 

 

 ひとり暮らしや高齢者のみ世帯，認知症高齢者，医療と介護の双方を必要とする

方の増加など，近時の要介護高齢者の状態像や取り巻く環境の変化を踏まえて，要

介護度が重くなっても，できる限り生活の場を変えることなく，高齢者が自ら選択

した場所で，安心して暮らし続けられるよう，着実かつ適正に介護サービス基盤の

整備を推進し，２４時間３６５日の支援体制を充実していきます。 

 第５期計画期間においては，地域包括ケアの理念の実現に向けて，要介護高齢者

の在宅生活を支えるための居宅系サービスの基盤整備を推進するとともに，地域に

根ざした小規模な施設・居住系サービスを重点的に整備していきます。 

 また，地域密着型サービスの整備に当たっては，各サービスの内容や現在の基盤

整備の状況等を踏まえた基盤整備の考え方を設定します。 

（１）２４時間３６５日の支援体制の拡充 
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４０２ 地域に根ざした小規模な施設・事業所を中心とした，施設・居住系サービ

スの整備促進等    

要介護度が重くなるなどにより在宅での生活が困難な高齢者に対して，適切なサ

ービスを提供するため，施設・居住系サービスの基盤整備を着実かつ計画的に推進

します。 

整備に当たっては，住み慣れた地域や住まいにおける生活を継続できるよう，地

域に根ざした小規模な施設・居住系サービスの整備を重点的に推進します。 

特に，常時の介護を必要とし，在宅での生活が困難な方にとって，「終の棲家
す み か

」

としての役割を担う特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）については，適正配

置と質の確保に留意しつつ，定員が２９人以下の小規模な施設に力点を置き，整備

を進めます。 

また，今後認知症高齢者の増加への対応は喫緊の課題であり，認知症高齢者グル

ープホーム（認知症対応型共同生活介護）の整備を強力に推進します。 

 さらに，転換期限が６年間延長され，平成２９年度末で廃止される介護療養型医

療施設については，介護老人保健施設等に転換する意向のある医療機関からの相談

にきめ細かに対応し，転換が円滑に進められるよう支援します。 
 

 【数値目標】主な施設・居住系サービスの整備等目標数         （人分） 

目標指標 
平成２３年度

（見込み） 
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

特別養護老人ホーム 

（介護老人福祉施設） 
４，９００ ５，０８５ ５，２２３ ５，５３６

（うち地域密着型介護老人福祉施設） （１５６） （２７２） （３３０） （５３３）

介護老人保健施設 

（介護療養型老人保健施設含む） 
３，８０３ ４，００９ ４，１２９ ４，１２９

認知症高齢者グループホーム 

（認知症対応型共同生活介護） 
９２１ １，２２５ １，４８６ １，７５６

＜通所介護サービス＞ 
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４０３ 特別養護老人ホームの個室・ユニットケアの推進  

  特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の新規整備については，個室・ユニッ

トケア施設を原則とするほか，既存施設についても，個室・ユニットケア施設への

改修を支援します。 

  また，利用者のその人らしい生活の尊重と継続を目指し，ユニットケアの取組へ

の支援等によりサービス内容の向上を図ります。 

 

４０４ 特別養護老人ホーム入所指針の適切な運用と重度者の増加に対する取組

の推進  

 入所の必要性の高い方が早期に入所できるよう，各施設に対し特別養護老人ホー

ム入所指針の適切な運用を指導します。また，入所指針の適切な運用により，要介

護度が高い方等，より重度の入所者が増加することに対応するため，施設職員の技

術向上を図ります。 

 

４０５ 地域密着型サービスの基盤整備  

ひとり暮らしの高齢者，高齢者のみの世帯，認知症高齢者等の増加に対応し，高

齢者ができる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう，地域の特性に応じた多

様で柔軟なサービス提供が可能な地域密着型サービスについて，整備促進のために

セミナー開催等を行い，基盤整備の促進を図ります。 

基盤整備に当たっては，地域バランスも含めた現在の整備状況や，サービスの内

容や特性等を踏まえてサービスの種類ごとに設定している基盤整備の考え方を見

直し，更なる整備促進を図っていきます。 

また，平成２４年４月創設の新たなサービス類型である，定期巡回・随時対応型

訪問介護看護と複合型サービスについては，地域包括ケアの理念を踏まえ２４時間

３６５日の支援体制の充実に向けて，導入を図っていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜小規模多機能型居宅介護事業所＞ 
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サービスの種類 基盤整備の考え方 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 全市単位 

夜間対応型訪問介護 全市単位 

認知症対応型通所介護 全市単位 

小規模多機能型居宅介護 日常生活圏域に１箇所以上 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 
行政区ごとに数箇所 

地域密着型特定施設入居者生活介護 全市単位 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 全市単位 

※ 複合型サービスは，既存サービスを組み合わせて提供するサービスであるため，基盤整備の考え方 

 の単位設定はない。

〔地域密着型サービスの基盤整備の考え方〕 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護の複合型サービスの概要（イメージ図）（厚生労働省作成資料）
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４０６ 地域密着型サービスの運営に係る地域住民との連携 

地域密着型サービスの円滑な運営のためには，地域住民や，地域包括支援センタ

ー等の地域の関係機関と密接に連携した運営が必要となります。 

地域住民等との協議や，小規模多機能型居宅介護や認知症高齢者グループホーム

（認知症対応型共同生活介護）等に義務付けられている運営推進会議等の開催を通

じて，地域に開かれた透明性の高い運営を確保するとともに，地域の持つ課題を地

域住民等と共有し，地域住民等と連携して解決に向けた取組を進めます。 

  さらに，区役所・支所が開催する介護サービス等事業者連絡会や地域包括支援セン

ターが開催する地域ケア会議への地域密着型サービス事業者の参加を促し，地域密

着型サービス事業者と，地域の介護サービス事業者や関係機関等との連携の強化を図

ります。 

 

４０７ 地域密着型サービスの発展に向けた調査・研究  

地域密着型サービスの運営上の課題の解決や発展，普及・啓発に向けた取組を進め

るため，京都地域密着型サービス事業所協議会等の関係団体と連携し，調査・研究

を行います。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

〔施策・事業〕 

４０８ 介護サービス事業者への適正な指定，指導監督の実施 

介護保険法の改正により，平成２４年４月から，居宅サービスと施設サービスの

指定及び指導監督権限が京都府から本市に移譲されることから，今後は，本市にお

いて，地域密着型サービスのみならず，介護サービス全般についての指定及び指導

監督を実施することとなります。 

 

 介護保険制度は，高齢者の介護を社会全体で支えるための社会保険制度であり，

市民・事業者・行政が連携して，それぞれの立場で，適正かつ円滑な事業運営に

携わる必要があります。 

 本市においては，市民の方に対して適正・良質なサービスが提供できるよう，

介護サービス事業者の指定を適切に行うとともに，必要に応じて，指導・監督を

実施していきます。 

 また，介護保険制度は，市民の理解と納得の下に成り立つものであり，介護保

険制度の安定した運営を確保し，市民からの信頼が得られるよう，保険給付の適

正化に係る施策・事業を進めるとともに，制度の理念やルール，利用方法等につ

いて，利用者やその家族のみならず，広く市民に周知・啓発を図っていきます。 

（２）介護保険事業の円滑な実施 
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これらの権限を有効かつ効果的に行使し，各介護サービス事業者の指定を適切に

行います。 

また，事業者の育成・支援を基本とした集団指導や実地指導により，サービスの

質の向上と保険給付の適正化を図るとともに，介護報酬の不正請求や運営基準違反

が疑われる場合には，迅速に監査を実施し，介護報酬の返還請求や事業者指定の取

消等の必要な措置を講じ，介護保険事業の適正な運営に努めます。 

なお，介護サービス事業者の適正な運営を確保するために，京都市民長寿すこや

かプラン推進協議会の分科会を指定の手続・要件や適正な運営を確保する方策を検

討する委員会と位置付け，必要に応じて協議を行います。 

 

 ４０９ 適正な認定調査の実施 

  平成２１年度の制度改正により，認定調査については，審査判定の材料となる基本

調査項目の平準化が図られ，より客観的な事実に基づく認定へと見直しが行われまし

た。本市では，市内の事業所・施設等に在籍する認定調査員に対する研修会等を通

じて，今後とも制度の周知に努め，認定調査の公平性・中立性を確保します。 

 

４１０ 適正な要支援・要介護認定の実施  

介護認定審査会委員に対する研修の実施や合議体長による協議の場の設定を行うと

ともに，国が示す適切な判断方法により，公正・公平な審査判定を行い，適正な要

支援・要介護認定に努めます。 

 

 ４１１ 介護支援専門員への支援  

介護保険制度の要として活動している介護支援専門員が業務を的確に行えるよう，

京都府介護支援専門員会とも連携を図りながら，活動を支援します。 
また，自立支援に資するケアマネジメントに向けた助言・指導を実施し，ケアプラ

ンの質の向上のための支援を行います。 

 

４１２ 介護サービス事業者及び関係機関との連携  ＜３１１ 再掲＞ 

各区役所・支所単位で開催する介護サービス等事業者連絡会において，区役所・支

所からの情報提供，介護サービス事業者間の情報交換や事例検討等を行うことによ

り，包括的なサービス利用が円滑に行われるよう，これらの関係機関の連携を強化

します。 

 また，地域密着型サービスについては，運営推進会議等の開催を通じて，地域包

括支援センター，民生委員・児童委員，老人福祉員，社会福祉協議会等，地域の関

係機関との連携の強化が図れるよう支援します。 
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４１３ 介護保険給付費明細通知の送付 

利用者への情報提供の観点から，介護サービスの利用状況をお知らせする介護保

険給付費明細通知を定期的に送付します。この通知により利用者の介護保険制度に

係る理解を促進し，実績のないサービスが請求されていないことを利用者が確認で

きるようにすることで，不正・不当な介護報酬の請求の防止に努めます。 
 

 ４１４ 医療情報との突合・給付実績の縦覧点検   

国民健康保険団体連合会から提供される資料に基づいて給付実績の縦覧点検を 

実施し，医療給付情報との突合による重複算定の有無等の確認及び居宅介護支援に

おける給付実績がない者に対する居宅介護サービス計画費の請求の確認等を介護 

サービス事業者へ照会します。その結果，請求誤りであることが判明した場合には，

適切な介護報酬の算定を行うよう，是正指導を行います。 

  

４１５ 介護保険制度の仕組みに対する市民の理解 

  市政出前トーク等を通じ，市民に対し，介護保険制度の仕組みや利用方法等を丁

寧に説明し，理解が得られるよう努めるとともに，市民啓発を行います。 

 

 ４１６ 介護サービスの普及・啓発の推進  

利用者が個々の状態像に応じて必要な介護サービスを適切に選択していただけ 
るよう，様々な機会を捉えて分かりやすい情報提供に努めます。 
介護サービスの内容や利用方法の留意点等を紹介したガイドブック「すこやか進

行中！！」や，介護サービス事業所の所在地や連絡先を記載した「介護保険エリアマ

ップ（事業所情報）」等を作成するとともに，ホームページにも掲載します。 

外国籍の方や障害のある方に対しても，利用しやすい方法での情報提供を行います。 

また，京都市老人福祉施設協議会や京都府介護支援専門員会等の関係団体と連携

し，高齢者やその家族，関係機関等への普及・啓発を図ります。 

 

 ４１７ 介護保険料の確実な徴収  

保険料収入の確保は，安定した介護保険事業の運営にとって必要不可欠であるこ

とから，第１号被保険者の保険料の納付等について懇切丁寧な説明等により市民に

理解を求めるとともに，保険料徴収率向上の取組を強化します。 
保険料未納者に対しては，きめ細かな納付指導を行うとともに，保険料の負担能

力を有しているにもかかわらず，一向に納付しない方に対しては，公平性の観点か

ら財産の差押え等の厳正な対応を積極的に行います。また，徴収体制のあり方を含

め，滞納対策を一層効率的に推進するための方策についても検討します。 
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４１８ 低所得者に対する支援＜新規＞  

  介護保険料の納付が困難な第１号被保険者に対しては，個別事情に応じ，納付相

談を行うとともに，経常的に低所得の状態にある方を対象とした本市独自の保険料

減額制度について，対象者の拡充を行うなど，第４期の取組から更なる拡充を行い

ます。 
  利用料については，国の基準に沿い，低所得者に対する負担軽減を行います。 
  また，介護保険を利用して住宅改修を行う場合には，利用者の一時的な負担を軽

減するために，利用者から委任を受けた工事業者に本市が直接支払う受領委任払制

度を実施していますが，福祉用具の購入についても，これと同様に，販売業者に本

市が直接支払う受領委任払制度を導入します。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

〔施策・事業〕 

 ４１９ 介護保険施設におけるサービスの質の向上への支援  

  介護保険施設に入所されている方の生活の質の更なる向上に向け，施設職員が利

用者に寄り添い，機能訓練や排泄ケア，褥
じょく

瘡
そ う

予防をはじめとする処遇が適切に行わ

れるよう，事業者に対して助言を行います。 

  また，職員の資質向上に向け，施設内における計画的な研修の実施を促し，介護

保険施設におけるサービスの質の確保を図ります。 

 

４２０ 介護サービス従事者に対する各種研修の実施  

長寿すこやかセンター，洛西ふれあいの里保養研修センター及び京都市老人福祉

施設協議会等において，介護サービスに携わる職員に対する各種研修（認知症高齢

者を介護する職員等の知識・技術の向上，介護指導者の養成，介護支援専門員の知

識・技術の向上等）を実施し，サービスの質の向上を図ります。 

 

 

 

 
 利用者が安心して介護サービスを受けられるよう，サービスの質の確保及び向上

が求められています。 

 本市においては，介護サービスの従事者に対する各種研修等を実施するととも

に，市民やサービス利用者からの苦情・相談等に適切に対応し，利用者本位の質の

高いサービスを提供していきます。 

（３）介護サービスの質的向上 
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 ４２１ 介護福祉士等によるたん吸引等の実施への対応 

  京都府が実施する介護職員によるたん吸引等の実施のための研修・登録等の制度

について，本市では介護サービス事業者に対し，各種情報の提供を行うとともに，

実地指導等の際に，適切な運用について助言・指導を行います。 

 

 ４２２ 介護サービスに関する苦情・相談への的確な対応  

利用者や家族からの苦情・相談については，区役所・支所での対応のほか，京都

府国民健康保険団体連合会等とも連携して対応するとともに，必要に応じ，介護 

サービス事業者等への指導・助言を行います。 

 

４２３ 介護相談員派遣事業の充実  

介護相談員を特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）などの介護保険施設等に

派遣し，介護相談員が利用者や家族と施設等との間に立って両者の橋渡しを行い，

サービス等の改善を支援します。 

第４期から派遣対象事業所を拡充する等の取組を行っており，今後とも，より多

くの事業所に派遣を行うことで，介護サービスの質の向上を図ります。 

 

４２４ 介護サービス事業者に関する評価内容の公表  

介護サービス事業者の組織運営及びサービス提供内容の透明性を高め，サービス

の質の向上・改善を支援することや，利用者の適切なサービスの選択に資すること

を目的として，本市も参画する京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構にお

いて第三者評価を推進します。 
  さらに，本市が実施する事業者への集団指導等の機会を捉えて，受診を奨励しま

す。 
 

２ 保健福祉サービスの充実 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 介護や支援が必要な状態であっても，高齢者ができる限り住み慣れた地域の中

で自立した生活を継続できるよう，介護サービスとの連携を図りながら在宅保健

福祉サービスや，高齢者を介護する家族への負担軽減策の充実を図ります。 

軽費老人ホームや養護老人ホーム・盲養護老人ホーム等の高齢者福祉施設の耐

震化及び老朽化対策については，条件が整った施設から対策を進めるとともに，

必要な指導・助言等の支援を行います。 
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〔施策・事業〕 

４２５ 配食サービスをはじめとする在宅福祉サービスの充実による生活支援  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４２６ 緊急通報システム事業の充実と利用者負担の公平化 ＜１３７ 再掲＞ 

緊急の事態が発生したときに，通報装置の緊急ボタンを押すと消防指令センター

に通報され，救急車等が駆け付ける緊急通報システムについて，火災の際に自力歩

行が不可能な方を対象に，緊急通報システムに無線で連動する住宅用火災警報器

（連動火災警報器）を設置し，自動的に消防指令センターに火災通報できるシステ

ムの運用を推進します。 

 また，これまで利用可能な回線がＮＴＴの一般電話回線（アナログ回線）等に限

定されていたものを，一般回線以外の電話（ＩＰ電話等）でも利用可能となるよう

検討を進めます。  

 あわせて，所得階層区分ごとに設定している利用料について，一部の利用者に負

担が偏っているため，所得階層区分の基準と，区分ごとの利用料の見直しについて

検討し，利用者負担の公平化を図ります。 

  

 ４２７ ごみ収集福祉サービス（まごころ収集）の実施 

 所定の場所にごみを排出することが困難なひとり暮らしの要介護高齢者等への

生活支援として，自宅の玄関先までごみの回収に伺う「ごみ収集福祉サービス（ま 

 ごころ収集）」を実施します。また，ごみが排出されていない場合は，登録された

連絡先へ電話するなど，対象者の安否確認を行います。 

 

 

 

 

 増加するひとり暮らしの高

齢者や高齢者のみの世帯等を

支援するため，心身の状況に

応じて，配食サービスや入浴

サービスの提供，日常生活用

具の給付等の生活支援サービ

スを提供します。 

＜配食サービス＞ 
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 ４２８ すこやか生活支援介護予防事業の実施   

  介護保険の対象とならないものの，在宅生活を維持するうえで援助が必要な高齢

者を対象に，すこやかホームヘルプサービスやすこやかショートステイサービスを

実施し，要支援・要介護状態への進行を予防するとともに，住み慣れた地域で生活

できるよう支援します。 

 

 ４２９ 家族への介護用品の給付，福祉用具の利用支援  

  在宅で重度の寝たきりの高齢者や認知症高齢者を介護している低所得の家族を 

 対象として，家族介護用品給付事業を実施します。給付内容については利用者の要

望に沿って充実を図ります。 

  また，洛西ふれあいの里保養研修センターで実施している福祉用具の展示や利用

に係る相談事業，長寿すこやかセンターで実施している自助具のフィッティングや

改造に係る相談事業等により福祉用具の利用支援を図ります。 

 

 ４３０ カウンセリング相談や家族介護者向け講習会等の充実をはじめとする介

護家族への支援＜新規＞  

  長寿すこやかセンターにおいて，介護家族へのカウンセリング相談や，認知症の

人と家族の会と連携した認知症の人の介護家族交流会等を実施し，地域社会におけ

る家族の孤立を防止し，家族の精神的な負担を軽減します。 

  また，家族介護をしている方を対象として府医師会の医療トレーニングセンター

において，たんの吸引等の医療的なケアや日々の口腔ケアなどについて，専門職か

らの講義や実技講習を実施し，知識や技術の習得を支援します。 

 

 ４３１ 短期入所生活介護緊急利用者援護事業（緊急ショートステイ）の充実＜新規＞ 

  介護者の急な疾病等により緊急に短期入所生活介護の利用が必要となったときに

利用できる短期入所生活介護緊急利用者援護事業（緊急ショートステイ）について，

ＩＴネットワークを活用し，新たにホームページ上に空床情報を掲載するなど，更

に利便性を高めます。 

 

 ４３２ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームの運営支援 

  環境上の理由及び経済上の理由で居宅において生活できない高齢者が入所できる

養護老人ホームや，身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことに不安の

ある高齢者等が所得に応じた料金で入所できる軽費老人ホームに対して，運営上の

助言等の支援を行います。また，これらの施設について，利用促進に向けた広報の

充実を図ります。 
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 ４３３ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームの介護機能の強化  

 養護老人ホームや軽費老人ホームに入居されている方の要介護度が重度化しても，

住み慣れた環境で安心して暮らし続けられるよう，施設の介護機能の強化を進めま

す。 

 

 ４３４ 有料老人ホームに対する適切な助言・指導の実施＜新規＞ 

  平成２４年４月から，有料老人ホームに対する指導権限が，新たに京都府から本

市に移譲されることから，高齢者が長期にわたり生活する場である有料老人ホーム

が適切に運営され，高齢者が安心して暮らせるよう，必要な助言・指導を行います。 

 

４３５ 高齢者福祉施設の耐震化，老朽化，防災対策  

軽費老人ホームや養護老人ホーム・盲養護老人ホーム等の高齢者福祉施設の耐震

化，老朽化，スプリンクラー設備等の防災対策について，条件の整った施設から対

策を進めるとともに，必要な指導・助言等の支援を行います。 

  

 ４３６ 地域における切れ目のない総合的なリハビリテーション体制の充実＜新規＞  

  失われた心身機能の回復を図るだけでなく，内的能力を引き出して家庭や社会へ

の参加を可能にし，その後の人生を地域で過ごせるよう，医療・介護・保健・福祉

などの関係者が地域にある既存の社会資源や連携基盤などを積極的に生かし，地域

を基盤とした切れ目のないリハビリテーションサービスの提供体制を充実します。 

 

４３７ 難病のある高齢者への支援   

  保健センター・支所で，難病のある高齢者に対して訪問相談を実施するとともに，

訪問介護員の派遣や日常生活用具の給付等を行います。また，専門医による医療相

談を実施します。 

 

４３８ 精神疾患のある高齢者への支援  

  保健センター・支所で，精神疾患のある高齢者に対して，精神保健福祉相談や訪

問指導を行い，日常生活上の指導や適切な医療につなぐなど，専門的な立場から地

域で安定した生活ができるよう支援します。 

  また，こころの健康増進センターにおいても個別の相談に応じます。 

 

 ４３９ 高齢外国籍市民への支援  

  年金受給権のない高齢外国籍市民を対象に，本市独自の制度として実施している

高齢外国籍市民福祉給付金支給事業について，国が制度化を図るまでの過渡的な施

策として継続するとともに，国に対して無年金者の救済を制度的に解決するよう引

き続き要望します。 
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 ４４０ リバースモーゲージ制度に関する研究＜新規＞ 

 高齢期における安定的な収入の確保手段の一つとしてのリバースモ－ゲージ制度

について，実践的な方法を研究するとともに，民間等で実施されている制度が広く

活用されるよう，制度の周知に努めます。 

 

 

３ 介護・福祉に従事する人材の確保・定着及び育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔施策・事業〕 

４４１ 介護職員の労働環境や処遇の改善  

施設・事業所における人材育成の取組について，京都市老人福祉施設協議会等の

関係団体とも連携し，キャリアパスに関する研究，協議を行うとともに，事業主や

施設長に対する指導・支援を行います。 

また，介護職員等の仕事の悩みの解消等のため，京都市長寿すこやかセンターに

おいて，専門家による相談事業やメンタルサポートを実施するなど，離職防止に向

けた取組を行います。 

 

 ４４２ 教育機関・養成施設等との連携による人材確保 

介護が魅力ある仕事として評価されるよう，教育機関や養成施設等関係機関との

連携を密にし，求職者や若年者の介護の職場に対する不安解消や意欲向上を図ると

ともに，相互理解を深めます。 

 

４４３ 潜在的有資格者の掘り起こし 

関係団体と連携し，介護福祉士や訪問介護員等の資格を有していながら介護分野に就

業していない潜在的有資格者が，介護分野で働くことができる取組を促進します。 

 
 

高齢化の進展に伴い，今後ますます市民の介護・福祉サービスの需要が高まると

ともに質の高いサービスの提供が求められます。市民のニーズに合った介護・福祉

サービスを提供するためには，担い手の確保・定着が不可欠です。 

関係機関と連携し，介護・福祉に従事する方の労働環境や処遇の改善，専門性の

確立，教育機関との連携や，介護・福祉が魅力的な仕事として社会的評価を得られ

るような取組などを通じ，介護・福祉サービス分野における人材を安定的に確保し，

育成する仕組みの構築に努めます。 
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４４４ 多様な人材の参入・参画の促進 

関係団体と連携し，介護についての社会的認知を高め，介護関連業務未経験者か

らも選択される業種となるよう啓発等の取組を促進します。 

 

 ４４５ だれもが研修を受講しやすい体制の構築  

洛西ふれあいの里保養研修センターにおいて運営している，市内で実施される研修

の情報をインターネット配信している「京（みやこ）・福祉の研修情報ネット」を活

用し，だれもが研修を受講しやすい体制を整備することにより，介護職員の資質向上

を図ります。 

 【数値目標】               

目標指標 
平成２３年度 

（見込み） 
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

研修情報数 ２５１件 ２６１件 ２７１件 ２８１件

  ※ 各年度の累計件数について，毎年度１０件増を目標とする。 

 

４４６ 社会的評価の向上に係る取組の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４４７ 専門性の確立やキャリアアップに係る各種研修の体系的な実施と認定制

度の創設＜新規＞  

  利用者に対する質の高いサービス提供と介護人材の確保，定着を目的として，専

門性の確立やキャリアアップにつながる各種研修を体系的に実施するとともに，一

定の実務経験や知識・技術を身に着けた介護職員等を対象として本市独自の認定制

度を創設します。 

＜介護の日記念事業＞ 
 介護・福祉分野における人材確保

のため，介護・福祉が魅力ある仕事

として評価されるよう，京都市老人

福祉施設協議会等の関係団体と連携

の下，介護の日記念事業等を通じて，

介護・福祉職の魅力や，やりがいに

ついての啓発を図ります。 


